
システム開発（変更）計画書 

市民税課 軽自動車関係手続の電子化への対応 

 

１ 開発システム名（新規） 

軽自動車ワンストップサービス(軽ＯＳＳ

連携システム)・軽自動車税納付確認シス

テム（軽ＪＮＫＳ）への対応のための基幹

税システムの改修 

２ 目 的 

地方税共同機構が進める軽自動車税関係手続の電子化（令和５年 1 月に全団体一斉導

入予定）に対応するため。 

３ 開発システム概要 

【名称】軽自動車税関係手続の電子化への対応のための基幹税システムの改修 

【内容】申請者から受付けた申告書等情報（軽自動車税（種別割）申告書や自動車検

査証等の情報）について、軽ＯＳＳ連携システムからダウンロードした連携

データ（ＣＳＶファイル）を市の基幹税システムに取り込めるよう、また、

軽自動車税種別割の納付情報を軽ＪＮＫＳに登録できるようにするため改修

するもの 

【期間】令和３年９月以降、改修に着手。 

    令和４年８月から１１月の期間、軽ＯＳＳ連携システム、軽ＪＮＫＳとの連

動試験。 

    令和５年１月から運用予定。 

【場所】宇部市役所本庁舎 

４ 現状・問題点及び開発の必要性 

（現状） 

・軽自動車協会に申告された軽自動車税種別割に係る情報が、市長会を通じ紙媒体で

市に提供されている。 

・車検（継続検査）時には軽自動車税種別割の納税証明書が必要 

（必要性） 

・新車新規登録が電子でなされた場合、紙でなく電子データが回付されることとなる。 

・車検（継続検査）時に検査窓口で納税確認ができるようになる。 

５ 記録項目 

 

 

○申告情報等 

【軽自動車税（種別割）申告書関係】 

1)申告日 2)車両番号 3)納税義務者住所又は所在地 

4)納税義務者氏名または名称（フリガナ） 他 

【自動車検査証関係】 

1)車両番号 2)交付年月日 他 

※申告情報等については、軽ＯＳＳ連携システムからデータ

を取り込む。 

○軽自動車税種別割納付情報 

1) 納付の有無（車両ごと） 

※軽自動車税種別割納税情報を軽ＪＮＫＳに登録 



６ 出力帳票  

 

７ 開発の効果 ・車検の際の納税証明書の発行が不要となる。 

・申請者は、新車新規登録の際の検査申請、軽自動車税の手

続きを軽自動車ＯＳＳの窓口から電子でワンストップ申

請ができるようになり、その場合、市は、電子申請がなさ

れたデータを基幹システムへ取り込めるようになる。 

８ 外部への資料提供 

軽自動車税種別割の納付情報 

※軽自動車協会に地方団体の税務情報を開示できるよう法

改正が行われる見込み。 

９ 非開示事項  

 

 

10 委託処理  

 

 

11 管理責任者 市民税課長 吉田 和弘 

12 実務責任者 市民税課 税制係長 岡村 貴之 

 



様式第１号（第６条及び第７条関係） 

個 人 情 報 取 扱 意 見 照 会 書 

                                                                        

年  月  日 

 宇部市個人情報保護対策審議会長 様 

                      

（実施機関名）     宇部市 

                        

                                    

 宇部市個人情報保護条例施行規則第 条      の規定により、下記のとおり意見

を求めます。 

記 

実 施 機 関 名 宇部市 担 当 課 市民税課 

区      分  １ 個人情報の収集     ２ 個人情報の提供 

個人情報取扱事務

の名称及び概要 

［名称］軽自動車税関係手続の電子化への対応 

［概要］軽自動車ＯＳＳ連携システムにて申請者から受付けた申告書等情報（軽自

動車税（種別割）申告書や自動車検査証等の情報）について、軽自動車Ｏ

ＳＳ連携システムからダウンロードした連携データ（ＣＳＶファイル）を

市の基幹税システムに取り込み、軽自動車税種別割の納付情報を軽ＪＮＫ

Ｓに登録できるようにするため改修するもの。令和３年９月以降、改修に

着手。令和４年８月から１１月の期間、軽自動車ＯＳＳ連携システム、軽

ＪＮＫＳとの連動試験。令和５年１月から運用予定。 

対象となる個人情

報 

申請者から受付けた申告書等情報（軽自動車税（種別割）の申告書

や自動車検査証等の情報）及び軽自動車税種別割の納付情報 

収集又は提供しよ

うとする理由 

地方税共同機構が進める軽自動車税関係手続の電子化（令和５年１月に全団体一 

斉導入予定）に対応するため。 

提供しようとする

場合はその提供先 

軽ＪＮＫＳ（軽自動車税納付確認システム） 

備      考 

[現状] 

 軽自動車協会に申告された軽自動車税種別割に係る情報が、市長会を通じ紙媒体

で市に提供されており、車検（継続検査）時には軽自動車税種別割の納税証明書が

必要となっている。 

[システム改修後] 

 新車新規登録を電子化した場合、紙でなく電子データが回付されることとなり、

車検（継続検査）時に検査窓口で納税確認ができるようになる。 
 



Ⅰ 軽自動車関係手続の電子化への対応 

 地方税共同機構が進める軽自動車税関係手続の電子化（令和５年１月～）への対応が求め

られている。 

 

①「軽ＯＳＳ（ワンストップサービス）連携」(システム構築) 

 軽自動車ＯＳＳインターフェースシステムにて申請者から受付けた申告が、環境性能

割の申告と合わせてＯＳＳ都道府県税共同利用化システムで種別割の特例判定に係る自

動審査の処理がなされ、処理された申告書等情報が毎日届くようになる（基幹システムへ

の連携データ（ＣＳＶファイル）のダウンロードによる） 

→ 求められる対応 

   ①基幹システム対応（申告等データの取込み） 

   ②ネットワーク設定等（ＬＧＷＡＮ端末の準備） ほか 

 

 

②「軽ＪＮＫＳ（軽自動車税納付確認システム）」への対応（情報提供） 

 軽自動車税・種別割の納付情報（車両毎の納付有無）をＬＧＷＡＮ回線で送信。軽自動車

検査協会（検査事務所）職員が電子的に納付の有無を確認できるようになる。（都道府県で

導入済の登録車ＪＮＫＳと同様の仕組みとなる予定） 

 上記の取り扱いが可能となるよう、法改正が行われる見込み。 









令和５年１⽉の軽⾃動⾞関係⼿続の電⼦化に向けて、市区町村においては、「軽OSS連携シ
ステム」「軽JNKS」に係る対応が必要。本書では、令和２年度に実施した要件検討を踏まえ、
「軽OSS連携システム」「軽JNKS」に係る対応の概要について、画面イメージや運用イメージ
を用いて想定される対応を説明する。
なお、地⽅税共通納税の対象税⽬拡⼤として、同時期に軽⾃動⾞税種別割の共通納税対応も

予定されている。 （概要編の「（参考）令和3年度第5回eLTAX検討部会資料（抜粋）」を参照。）

１ 軽⾃動⾞関係⼿続の電⼦化に向けて

2

軽OSS連携・軽JNKSについて～市区町村編～令和３年３月

市区町村の主な対応範囲


